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改正 平 28.5 法 47 

○教育基本法（抄） 

(
平成 18 年 12 月 22 日

法 律 第 １２０ 号 ) 
（教育の機会均等） 

第四条 すべて国民は、ひとしく、その能力に応じた教育を受ける機会を与えられなければならず、人種、

信条、性別、社会的身分、経済的地位又は門地によって、教育上差別されない。 

２ 国及び地方公共団体は、障害のある者が、その障害の状態に応じ、十分な教育を受けられるよう、教

育上必要な支援を講じなければならない。 

３ 国及び地方公共団体は、能力があるにもかかわらず、経済的理由によって修学が困難な者に対して、

奨学の措置を講じなければならない。 

 

 

○特別支援学校への就学奨励に関する法律 

(
昭和 29 年６月 1 日

法 律 第１４４号 ) 

（この法律の目的） 

第一条 この法律は、教育の機会均等の趣旨に則り、かつ、特別支援学校への就学の特殊事情にかんがみ、

国及び地方公共団体が特別支援学校に就学する児童又は生徒について行う必要な援助を規定し、もって

特別支援学校における教育の普及奨励を図ることを目的とする。 

（国及び都道府県の行う就学奨励） 

第二条 都道府県は、当該都道府県若しくは当該都道府県に包括される市町村の設置する特別支援学校又

は当該都道府県の区域内の地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第六十八条第一項に規定

する公立大学法人の設置する特別支援学校若しくは私立の特別支援学校への児童又は生徒の就学によ

る保護者等（児童又は未成年の生徒については学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第十六条に

規定する保護者、成年に達した生徒についてはその者の就学に要する経費を負担する者をいう。以下同

じ。）の経済的負担を軽減するため、その負担能力の程度に応じ、特別支援学校への就学のため必要な経

費のうち、小学部又は中学部の児童又は生徒に係るものにあっては第二号から第六号までに掲げるもの

について、高等部（専攻科を除く。）の生徒に係るものにあっては第一号から第五号までに掲げるもの

（付添人の付添いに要する交通費を除く。）について、その全部又は一部を支弁しなければならない。 

一 教科用図書の購入費 

二 学校給食費 

三 通学又は帰省に要する交通費及び付添人の付添に要する交通費 

四 学校附設の寄宿舎居住に伴う経費 

五 修学旅行費 

六 学用品の購入費 

２ 前項各号に掲げる経費の範囲、その算定基準その他同項の規定による経費の支弁の基準に関し必要な

事項は、政
★
令で定める。 

３ 都道府県は、第一項の規定により支弁した経費のうち他の都道府県の区域内に住所を有する児童又は

生徒に係るものについては、当該他の都道府県に対して、その二分の一を求償することができる。 
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改正 平 21.3 政令 53 

４ 国は、学校教育法第二条第二項に規定する国立学校である特別支援学校への就学のため必要な経費に

ついて、第一項及び第二項の規定に準じて支弁しなければならない。 

★ 政令－本法施行令（第一条、第二条） 

（経費の支給） 

第三条 前条第一項又は第四項の規定により国又は都道府県が支弁する経費は、当該児童又は生徒の就学

する学校の校長に対して交付するものとする。 

２ 前項の規定により経費の交付を受けた校長は、これを、政
★
令の定めるところにより、金銭をもって当

該児童若しくは生徒又はその保護者等に対して支給しなければならない。ただし、政令
★ ★

で定める特別の

事情があるときは、現物をもって支給することができる。 

★ 政令－本法施行令（第三条） 

★★ 政令－本法施行令（第四条） 

（国の負担） 

第四条 国は、第二条第一項の規定により都道府県が支弁する経費の二分の一を負担する。 

（経費に関する資料の提出） 

第五条 特別支援学校の校長及び特別支援学校に就学する児童又は生徒（高等部の専攻科の生徒を除く。）

の保護者等は、文部科学大臣又は都道府県の教育委員会の定めるところにより、国又は都道府県が第二

条の規定により支弁すべき経費の算定に必要な資料を文部科学大臣又は都道府県の教育委員会に提出

しなければならない。 

附 則（抄） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

 

 

○特別支援学校への就学奨励に関する法律施行令 

(
昭和 29 年６月 22 日

政 令 第 １５７ 号) 
（経費の範囲及び算定基準） 

第一条 都道府県が、特別支援学校への就学奨励に関する法律（昭和 29 年法律第 144 号。以下「法」とい

う。）第二条第一項の規定によりその全部又は一部を支弁すべき経費の範囲及びその算定基準は、次の各

号に掲げる経費について、それぞれ当該各号に掲げるところによる。 

一 教科用図書の購入費 

学年別に文
★
部科学省令で定める教科ごとに各一種類の教科用図書の価額。ただし、特定の教科につ

いては、文部
★ ★

科学省令で定めるところにより、二以上の種類の教科用図書の価額 

二 学校給食費 

学校給食法（昭和 29 年法律第 160 号）第十一条第二項に規定する学校給食費又は特別支援学校の

幼稚部及び高等部における学校給食に関する法律（昭和 32 年法律第 118 号）第二条に規定する学校

給食に要する経費で同法第五条第一項に規定する経費以外のものの額 

三 通学に要する交通費 

 児童又は生徒が、最も経済的な通常の経路及び方法により通学する場合の交通費の額 

四 帰省に要する交通費 

学校附設の寄宿舎に居住する児童又は生徒が、年間三回以内、最も経済的な通常の経路及び方法に
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より帰省する場合の往復の交通費の額 

五 付添人の付添に要する交通費 

学校附設の寄宿舎に居住する児童又は生徒が年間三回以内帰省する場合及び小学部第一学年から

第三学年までに在学する児童が通学する場合に要する付添人の最も経済的な通常の経路及び方法に

よる付添中の交通費の額 

六 学校附設の寄宿舎居住に伴う経費 

寝具その他文部
★ ★ ★

科学省令で定める日用品等の購入費及び文部
★ ★

科学
★ ★

省令で定める範囲の食費の額 

七 修学旅行費 

児童又は生徒が、小学部、中学部又は高等部を通じてそれぞれ一回参加する修学旅行に要する経費

のうち、修学旅行に直接必要な交通費、宿泊費及び見学料の額 

八 学用品の購入費 

 児童又は生徒が通常必要とする学用品の購入費の額 

★    文部科学省令－本法施行規則（第一条第一項） 

★★   文部科学省令－本法施行規則（第一条第二項） 

★★★  文部科学省令－本法施行規則（第二条第三項） 

★★★★ 文部科学省令－本法施行規則（第二条第一項、第二項） 

（経費の支弁の基準） 

第二条 都道府県が法第二条第一項の規定により支弁すべき経費の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、

それぞれ当該各号に掲げるとおりとする。 

一 文部
★

科学大臣が定めるところにより算定した保護者等（法第二条第一項に規定する「保護者等」を

いう。以下同じ。）の属する世帯の収入の額（以下「収入額」という。）が生活
★ ★

保護法（昭和 25 年法律

第 144 号）第八条第一項の規定により厚生労働大臣が定める基準の例により測定したその世帯の需要

の額（以下「需要額」という。）の 1.5 倍未満の場合 

小学部又は中学部の児童又は生徒に係る場合は、前条第二号から第八号まで、高等部の生徒に係る

場合は、同条第一号から第四号まで、第六号及び第七号に掲げる経費の全額 

二 収入額が需要額の 1.5 倍以上 2.5 倍未満の場合 

小学部又は中学部の児童又は生徒に係る場合は、前条第二号から第八号までに掲げる経費の半額、

高等部の生徒に係る場合は、同条第一号に掲げる経費の全額並びに同条第二号から第四号まで、第六

号及び第七号に掲げる経費の半額 

三 収入額が需要額の 2.5 倍以上の場合 

小学部又は中学部の児童又は生徒に係る場合は、前条第三号から第五号までに掲げる経費の半額、

高等部の生徒に係る場合は、同条第一号に掲げる経費の全額 

★  文部科学大臣の定め－初等中等教育局長通知（令和 5 年 3 月 29 日・4 文科初第 2761 号） 

★★ 生活保護法第八条第一項の規定により厚生労働大臣が定める基準－生活保護法による保護の

基準 

（校長が行う経費支給の方法） 

第三条 法第三条第一項の規定により経費の交付を受けた校長は、これを保護者等に支給しなければなら

ない。ただし、保護者等に支給するため特別の経費を必要とすること、保護者等について次条に定める

特別の事情があること等により、児童又は生徒に支給することが適当であるときは、児童又は生徒に支

給することを妨げない。 
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改正 平 19.3 省令 5 

改正 令 4.6 法 77 

第四条 法第三条第二項ただし書の政令で定める特別の事情は、経費の支給を受ける者が、支給される金

銭を紛失し、浪費し、又は目的外に使用するおそれがあることとする。 

附 則（抄） 

１ この政令は、公布の日から施行し、第一条及び第二条の規定は、昭和 29 年６月１日から適用する。 

 

 

○特別支援学校への就学奨励に関する法律施行規則 

(
昭和 29 年７月 14 日

文 部 省 令 第 20 号) 

（令第一条第一号に規定する教科等） 

第一条 特別支援学校への就学奨励に関する法律施行令（昭和 29 年政令第 157 号。以下「令」という。）

第一条第一号本文の規定による学校の種類別及び学年別の教科は、特別支援学校の高等部の第一学年又

は第二学年のうちいずれか一の学年における保健体育とする。 

２ 令第一条第一号ただし書に規定する学校の種類別及び学年別の特定の教科及び当該教科の教科用図書

の種類は、特別支援学校の高等部の全学年における保健体育を除く各教科及び当該各教科に属する科目

（知的障害者である生徒に対する教育を行う特別支援学校の高等部にあっては、保健体育を除く各教科

とする。）を履修するために必要な教科用図書とする。 

（令第一条第六号に規定する食費の範囲及び日用品費） 

第二条 令第一条第六号に規定する食費の範囲は、夏季、冬季、及び学年末の休業日を除く期間において、

児童又は生徒に対し、学校附設の寄宿舎において通常支給する一日三回の食事に要する経費（令第一条

第二号に規定する学校給食費を除く。）及び一日一回の間食に要する経費とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、病気その他の特別な事情があると認められる者に対し、同項の休業日に食

事又は間食を支給する場合は、これらに要する同項の経費を同項の食事の範囲に加えることができる。 

３ 令第一条第六号に規定する日用品等は、児童又は生徒が当該学校附設の寄宿舎居住に伴い通常必要と

する洗面用雑品、通信用品、衣料補修用品、下着類等とする。 

附 則（抄） 

１ この省令は、公布の日から施行し、第一条及び第二条の規定は、昭和 29 年６月１日から適用する。 

 

 

○学校教育法（抄） 

(
昭和 22 年 3 月 31 日

 法 律 第 2 6 号 ) 

第二章 義務教育  

第十六条 保護者（子に対して親権を行う者（親権を行う者のないときは、未成年後見人）をいう。以下

同じ。）は、次条に定めるところにより、子に九年の普通教育を受けさせる義務を負う。 

第八章 特別支援教育  

第七十二条 特別支援学校は、視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者（身体虚

弱者を含む。以下同じ。）に対して、幼稚園、小学校、中学校又は高等学校に準ずる教育を施すとともに、

障害による学習上又は生活上の困難を克服し自立を図るために必要な知識技能を授けることを目的と
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令和７年地方分権改革に関する提案募集 

 

支障事例① 水戸高等特別支援学校の例（R6.4 月学校から相談） 

＜生徒の状況＞ 

 ・高等部３年生（17歳）。 

 ・３月に親が亡くなり、保護者、未成年後見人がいない。 

 ・生活保護を受給しており、生活保護費は本人の口座に入る。 

 ・グループホームで生活しており、金銭の管理はグループホームが行っている。 

 ・市の生活保護担当者は現在の生活状況から未成年後見人を決めなくて良いと考えている。 

 

＜文科省への問い合わせ＞（R6.5 月メールで問い合わせ R6.7 月メールで回答） 

Q.  

 ・申請者は生徒本人で良いでしょうか。 

 ・振込先は本人の口座で良いでしょうか。 

A.  

「特別支援学校への就学奨励に関する法律施行令」第三条により、 

経費支給の方法については、児童生徒本人の口座に振込むことも可能と考えます。 

ただし、申請は法律にある通り、学教法上の保護者等（親権を持つ者、未成年後見人）からである必

要があるので、自治体において整理をお願いします。 

 

＜結果＞ 

生徒が未成年の間は生活保護費を用いて就学に要する経費を賄い、成年に達した後に生徒本人が申

請者として就学奨励費の申請を行った。生活保護費では支給されない修学旅行に係る経費については、

成年に達した後の支払であったため就学奨励費の支給対象とした。 

 

 

支障事例② 大子特別支援学校の例（R6.8 月学校から相談） 

＜生徒の状況＞ 

 ・中学部１・２年生。 

 ・父親は窃盗で逮捕され勾留。母親は父親の逮捕後に離婚し家を出た。 

 ・親権者は父親。 

 ・給食費や PTA 会費等の就学に要する経費については、祖父が年金等で支払い。 

 

 ＜結果＞ 

父親が申請者として就学奨励費の申請を行い、生徒本人の口座に支給した。 

 


